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2019年1月

　平成31年という新しい年を迎え、謹んで新春
の御挨拶を申し上げます。
　昨年10月に第４次安倍改造内閣が発足し、引
き続き、国土交通大臣の任に当たることとなり
ました。本年も国土交通行政に対する皆様の変
わらぬ御理解と御協力を宜しくお願い申し上げ
ます。
　昨年も平成30年７月豪雨、台風21号、北海道
胆振東部地震など、各地で多くの自然災害が発
生しました。これらの災害により犠牲となられ
た方々に対して謹んで哀悼の意を表しますとと
もに、被害にあわれた方々に心よりお見舞い申
し上げます。被災地の方々が一日も早く元の暮
らしを取り戻していただけるよう、引き続き総
力を挙げて取り組んでまいります。
　東日本大震災から本年の３月で８年が経過し
ます。被災地では復興への確かな歩みが見られ
ますが、今もなお多くの方々が避難生活を続け
られております。平成32年度までの復興・創生
期間の総仕上げに向け、一刻も早く生活や生業
が再建できるよう、引き続き、全力で取り組ん
でまいります。
　気候変動の影響により更なる頻発・激甚化が
懸念される自然災害等から国民の安全・安心を
確保することは、国土交通行政の重要な使命で
す。昨年の一連の災害を踏まえ、政府は重要イ
ンフラの緊急点検を行い、12月14日、「防災・減災、
国土強靱化のための３か年緊急対策」をとりま
とめました。国土交通省としてこれに集中的に
取り組み、ソフト・ハードの両面からの災害時
のインフラ機能の確保等に万全を期してまいり
たいと思います。
　また、危機管理面での対応、交通の安全・安

心確保への対応等に引き続き、しっかりと取り
組んでまいります。
　人口減少・超高齢化社会を迎えた我が国では、
働き手の減少を上回る生産性の向上によって潜
在的な成長力を高め、新たな需要を掘り起こす
ことは極めて重要です。そのため、国土交通省
のあらゆる分野で進められている「生産性革命」
を更に推進し、本年を生産性革命「貫徹の年」と
位置づけ、成果として結実させていきます。
　国土交通省では、平成28年から生産性向上に
つながる先進事例を「生産性革命プロジェクト」
として選定し、着実に取組を進めてきました。本
年からは、この「生産性革命プロジェクト」を
新たなステージに昇華させ、AIやIoT等を活用し
て安全・快適なまちづくりを進める「スマート
シティ」の推進など、新たな取組にもチャレン
ジしてまいります。
　本年10月１日に消費税率の引上げが予定され
ていますが、需要変動の平準化、景気変動の安
定化のための対策として、住宅ローン減税の控
除期間の10年から13年への延長及び一定の性能
を満たす住宅を対象にした新たなポイント制度
の創設を追加的に行うこととなりました。既に
措置することが決定しているすまい給付金の拡
充などの対策とあわせて、経済に影響を及ぼす
ことのないよう、万全を期してまいります。
　また、昨年の臨時国会において、新たな外国
人受入制度を含む「出入国管理及び難民認定法
及び法務省設置法の一部を改正する法律」が成
立しました。本制度により、現場における担い
手を確保することに資するものと期待しており
ます。
　昨年の訪日外国人旅行者数は６年連続過去最

石井啓一
国土交通大臣

新年の挨拶

新春挨拶
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作業船　第334号

高を達成し、初めて3,000万人を突破しました。
本年も、「明日の日本を支える観光ビジョン」に
掲げた2020年4,000万人、その消費額８兆円等の
目標達成に向けて、真の観光立国が実現できるよ
う取り組んでまいります。
　さらに、経済の好循環を拡大するとともに、ア
ベノミクスの成果を全国津々浦々に浸透させ、地
域においても成長と好循環を実感できるようにす
るため、コンパクト・プラス・ネットワークの推
進、人生100年時代等に対応した居住環境の整備
に取り組んでまいります。
　2020年東京オリンピック・パラリンピック競技
大会の開催は、東京をはじめ各地域の魅力を発信
する絶好の機会です。大会の開催がいよいよ来年
に迫ってきましたが、海上警備を含むセキュリテ
ィ対策、首都地域の防災対策や渇水対応の強化、
円滑な輸送の確保など、大会の成功に万全を期し
てまいります。また、訪日外国人旅行者、障害者、
高齢者等にとっても安全・安心なユニバーサルデ
ザインの街づくりや「心のバリアフリー」に取り
組み、未来志向の交通・まちづくりを積極的に推
進します。
　さらに、昨年11月には、2025年国際博覧会の大
阪開催が決定されました。世界に日本をアピール
する絶好の機会であり、我が国経済にとっても大
きな意義を有するものと考えています。今後、会
場へのアクセス環境の整備等、政府一丸となって
必要な取組を進めてまいります。

【被災地の復旧・復興】
（東日本大震災からの復興・創生）
　東日本大震災からの復興の加速は、政府の最優
先課題の一つです。発災当初は約47万人に上った
避難者は減少しましたが、昨年11月時点でもなお
約５万４千人の方々が避難生活を続けられており
ます。一刻も早く生活や生業が再建できるよう、
引き続き総力を挙げて取り組んでまいります。
　港湾関係では、東日本地域のエネルギー供給を
支える拠点として、小名浜港の国際物流ターミナ
ル整備を、平成32年度の完成に向け推進してまい
ります。
（平成30年７月豪雨、台風21号、北海道胆振東部
地震等の相次ぐ大規模自然災害からの復旧・復興）
　昨年も、平成30年７月豪雨、台風21号、北海道

胆振東部地震など、大規模な自然災害が相次ぎ、
防災・減災の取組の重要性が再認識される１年と
なりました。これらの自然災害により、地方公共
団体が管理する公共土木施設において、多くの被
害が発生しました。国土交通省としては、被災自
治体が早期に災害復旧事業に着手できるよう、被
災直後のTEC-FORCE（緊急災害対策派遣隊）に
よる被害状況の調査や、災害査定の効率化等の支
援を行い、迅速に災害査定を実施していくととも
に、再度災害防止対策にも取り組んでまいります。
　関西国際空港については、台風21号により旅客
ターミナルや滑走路が浸水するなど大きな被害を
受けましたが、被災から３日後の９月７日には第
２ターミナルが一部再開、14日には第１ターミナ
ルが一部再開し、21日には旅客ターミナルが全面
再開されました。関西国際空港連絡橋については、
本年のゴールデンウィークまでに、連絡橋を完全
復旧することを目標に作業を進めます。
　港湾分野においては、平成30年７月豪雨の被災
地域である呉港にて、国が港湾管理者の要請を受
けて港湾管理を初めて代行し、漂流物の回収等を
実施しました。また、台風21号の高潮による神戸
港コンテナターミナルの浸水、北海道胆振東部地
震による苫小牧港における液状化等の被害の発生
に伴い、緊急点検を実施した結果を踏まえ、全国
の主要な港湾のターミナル等において浸水対策、
耐震対策等の緊急対策に注力していきます。

【国民の安全・安心確保】
（防災・減災対策）
　今後、気候変動の影響により頻発・激甚化が懸
念される水害・土砂災害・渇水被害、切迫する巨
大地震・津波災害や火山噴火等にも備えるため、
防災・減災対策をさらに強化する必要があります。
昨年発生した豪雨等でも、これまでに整備した施
設が確実に効果を発揮し被害を防止・軽減してお
り、こうした事前防災対策が重要です。政府は、
昨年の一連の災害を踏まえ、重要インフラの緊急
点検を行い、12月14日、「防災・減災、国土強靱
化のための３か年緊急対策」をとりまとめました。
国土交通省では、重要インフラの総点検の結果な
どを踏まえ、ソフト・ハードの両面から67項目の
緊急対策を行ってまいります。具体的には、ソフ
ト対策として、災害時に命を守るため、ハザード
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2019年1月

マップ等による必要な各種リスク情報の徹底的周
知や外国人旅行者等への情報提供体制の確保など
国民等の安全確保に資する体制強化等、ハード対
策として、河川・砂防等の防災のための重要イン
フラの機能強化等により大規模な浸水・土砂災害・
地震・津波・火山噴火等による被害の防止・最小
化等を図るとともに、道路・鉄道・港湾・空港等
の国民経済・生活を支える重要インフラの機能強
化等により、命を守るための災害時の避難や救助、
１日でも早く平常の暮らしや経済活動を取り戻す
ための迅速な復旧・復興に不可欠な交通ネットワ
ークの確保等、ソフト・ハードの両面からの「防
災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」
に集中的に取り組んでまいります。
　平成20年４月に創設されたTEC-FORCEは、こ
れまで東日本大震災をはじめ、平成30年７月豪雨
や北海道胆振東部地震など、全国の91の災害に対
してのべ７万８千人を超える隊員を派遣し、被災
状況の早期把握や道路啓開など、全力で被災自治
体の支援にあたってまいりました。今後、TEC-
FORCEの活動をマネジメントする機能の強化や
TEC-FORCE隊員を支援できる民間の人材の確保
など、TEC-FORCEの体制・機能の拡充強化に努
めてまいります。
（将来を見据えたインフラ老朽化対策の推進）
　我が国では、高度経済成長期以降に整備した
インフラが今後一斉に老朽化すると見込まれる
ことから、インフラ長寿命化計画（行動計画）
に基づく計画的な維持管理・更新に引き続き取
り組みます。
　また、社会資本メンテナンス元年（平成25年）
以降の取組の実績や新たな知見等を踏まえ、今後
30年後までの維持管理・更新費の推計を行ったと
ころ、「事後保全」から「予防保全」へ切り替え
ることによる費用の縮減効果が大きいことが分か
りました。今後、予防保全の考え方を基本とした
インフラのメンテナンスを国、地方公共団体など
が一丸となって着実に進めるとともに、新技術や
データの積極的活用、集約・再編等の取組による
効率化を図り、持続的・実効的なインフラメンテ
ナンスの実現を目指します。
　さらに、「インフラメンテナンス国民会議」の
活動を通じて、新技術の開発・社会実装を後押し
するなど、メンテナンス産業の育成・活性化を図

るとともに、全国10地域に設立した地方フォーラ
ムを活用し、地方への展開を一層強化してまいり
ます。あわせて、優れた取組や技術開発を「イン
フラメンテナンス大賞」において表彰し、広く共
有してまいります。

【力強く持続的な経済成長の実現】
（生産性革命「貫徹の年」）
　人口減少・超高齢化社会を迎えた我が国では、
働き手の減少を上回る生産性の向上によって潜在
的な成長力を高め、新たな需要を掘り起こすこと
は極めて重要です。そのため、国土交通省のあら
ゆる分野で進められている「生産性革命」を更に
推進し、本年を生産性革命「貫徹の年」と位置づ
け、成果として結実させていきます。
　建設現場の生産性向上を目指すi-Constructionに
ついては、土工、舗装工、浚渫工、維持管理分野、
建築（官庁営繕）分野等へのICTの導入を拡大す
るとともに、積算基準の改定や自治体発注工事に
対する専門家の派遣等、自治体や中小企業が更に
ICTを導入しやすくなるような環境整備を推進し
ております。本年は、道路工事であれば、土工や
舗装工などの工事の一部だけでなく、地盤改良工
や付帯構造物工などへICT導入拡大を進め、一つ
の工事全体で３次元データやICT等の新技術を一
貫して活用できる基準等の整備を行います。さら
に、３次元データ等を活用してi-Constructionの取
組をリードするモデル事務所を設置し、設計から
維持管理までの先導的な３次元データの活用や
ICT等の新技術の導入を加速化してまいります。
また、中小企業等のICT活用の普及・促進に向け
た環境整備や、コンクリートの施工の効率化、国
庫債務負担行為の活用等による施工時期等の平準
化についても着実に取組を進めてまいります。
　また、実用段階に達していない新技術の導入・
促進等に取り組むとともに、建設現場のデータの
リアルタイムな取得・活用などの革新的技術を導
入・活用するモデルプロジェクトを始動するなど、
建設現場への一層の新技術の導入を推進しており
ます。また、平成30年度補正予算による政府出資
金を活用し、国土強靱化、生産性向上等に資する
革新的技術の公共事業等への活用を推進すべく、
産学連携、産産連携による研究開発の支援を検討
しています。
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作業船　第334号

　今後はこれらの取組の中で取得、活用される構
造物の３次元データや地形、地盤情報等を集約・
共有し、サイバー空間上に国土を再現するインフ
ラ・データプラットフォームの構築を進めます。
このプラットフォームと防災や交通、民間や自治
体のデータなどとを連携し、行政サービスの高度
化や官民連携による新しい産業やサービスの創出
を図ってまいります。
　港湾分野においては、コンテナターミナルにお
いて、世界最高水準の生産性と良好な労働環境を
有するAIターミナルを実現するための取組を進
めてまいります。また、増大するクルーズ需要や
クルーズ船の大型化に対応するため、既存ストッ
クを活用したハード・ソフト両面の取組みととも
に、官民連携による国際クルーズ拠点の形成を進
めます。
　海事分野においては、実海域における遠隔操船
実証の実施など、自動運航船の実用化に向けた取
組の加速化をはじめ、造船・海運分野や海洋開発
分野の国際競争力向上を図る「i-Shipping」や
「j-Ocean」の取組を着実に進めるとともに、造船
市場における公正な競争条件の環境整備を推進し
てまいります。また、「内航未来創造プラン」の
着実な実施や優秀な船員の養成・確保により、安
定的かつ持続的な海上輸送の確保を図ってまいり
ます。環境対策については、GHG排出削減戦略の
実現に向けた取組やSOx規制強化の対応を加速化
させるとともに、海難事故により船舶の残骸や燃
料油による損害が発生した場合の被害者補償を確
保するための環境整備に取り組んでまいります。
（現場を支える技能人材の確保・育成等に向けた
働き方改革）
　社会全体の生産性向上に加え、産業の中長期的
な担い手の確保・育成に向けて働き方改革を進め
ることも重要です。
　建設業では、適正な工期設定や週休２日の推進
など、関係者一丸となった取組が不可欠です。政
府で策定した「適正な工期設定等のためのガイド

ライン」の周知・徹底はもとより、建設業法等の
改正に向け、引き続き実効性のある施策を講じて
まいります。また、本年４月より本運用が開始さ
れる「建設キャリアアップシステム」により建設
技能者の経験や技能を業界横断的に蓄積し、その
処遇改善につなげてまいります。あわせて、建設
技能者に必要とされる技能の習得を継続的に行う
建設リカレント教育や多能工の推進などの人材育
成も進めてまいります。
　自動車運送事業では、昨年５月に策定された「自
動車運送事業の働き方改革の実現に向けた政府行
動計画」に基づく取組をさらに加速させるととも
に、物流機能を安定的・持続的に確保するため、
荷主企業や利用者などの理解と協力を得つつ、関
係省庁と連携しながら「ホワイト物流」推進運動
を進めることにより、働きやすい労働環境の実現
等への協力を呼びかけてまいります。
（生産性を向上させる社会資本整備の戦略的な推進）
　社会資本整備については、厳しい財政制約の下、
安全・安心の確保や生産性向上などのストック効
果を最大限発揮できるよう、重点投資を加速させ
ることが必要です。このため、まずは現下の低金
利状況を活かし、昨年台風21号による被害を受け
た関西国際空港について、財政融資を活用し、護
岸の嵩上げや電源設備等の浸水対策等の防災機能
の強化を進めるとともに、高速道路について、昨
年度に引き続き、財政投融資を活用して、暫定二
車線区間の機能強化による防災減災対策、生産性
向上のための新名神高速道路の六車線化を行うこ
ととしています。

【結語】
　国土交通省は、本年もその強みである現場力を
活かし、諸課題に全力で取り組む所存です。国民
の皆様の一層の御支援、御協力をお願いするとと
もに、本年が皆様方にとりまして希望に満ちた、
大いなる発展の年になりますことを心から祈念い
たします。


